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招集ご通知
第 期 定時株主総会120

決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役９名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 株式移転による完全親会社設立の件

【会社提案】

第５号議案 剰余金の配当（特別配当）の件
第６号議案 自己株式取得の件

【株主提案】

議決権行使期限
2023年6月28日(水曜日)

午後5時

株主総会資料の電子提供制度が導入されましたが、本年は、書面交付請求の有無に関わらず、一律に従前どおり
書面でお送りしております。

ご来場の株主さまへのお土産のご用意はございません。

2023年6月29日（木曜日）

午前10時（午前9時受付開始）
日 時

京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町700番地

当行本店７階ホール場 所
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京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町700番地

取締役頭取 土 井 伸 宏
株式会社

株主のみなさまへ

証券コード 8369
2023年６月１日
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拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
さて、当行第120期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますのでご通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の当行ウェブサイトにアクセスのうえ、
ご確認くださいますようお願い申しあげます。

当行ウェブサイト

https://www.kyotobank.co.jp/investor/kabushiki/index.html

電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載しております。

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記の東京証券取引所ウェブサイトにアクセスして、銘柄名「京都銀行」またはコード「8369」を入力・検索し、
「基本情報」、「縦覧書類/PR情報」を順に選択のうえ、ご確認ください。
なお、当日ご出席されない場合は、インターネットまたは書面により議決権を行使することができますので、お手数
ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、２０２３年６月２８日（水曜日）午後５時までに議決権を行使してい
ただきますようお願い申しあげます。

敬 具
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記
１. 日 時 2023年６月29日（木曜日）午前10時（受付開始 午前９時）

２. 場 所 京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町700番地
当行本店７階ホール

３. 目 的 事 項 ● 報告事項
１．第120期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業報告の内容、計算書類の

内容報告の件
２．第120期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）連結計算書類の内容ならびに

会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
● 決議事項
【会社提案】 第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役９名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 株式移転による完全親会社設立の件

【株主提案】 第５号議案 剰余金の配当（特別配当）の件
第６号議案 自己株式取得の件

４. 議 決 権 の
行使について

○インターネットと書面により重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議
決権行使を有効といたします。また、インターネットにより複数回議決権を行使された場合
は、最後の議決権行使を有効といたします。
○書面による議決権行使において、各議案につき賛否が表示されていない場合は、会社提案に
ついては「賛成」、株主提案については「反対」の意思表示があったものとして取り扱いま
す。

以 上

○当日ご出席の場合は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
○書面交付請求された株主さまへご送付している書面には、法令および当行定款第１５条の規定に基づき、次の事項を記載しておりませ
んが、当該書面は監査報告を作成するに際し、監査役および会計監査人が監査をした対象書類の一部であります。
①事業報告の「当行の現況に関する事項」のうち「営業所等の状況」、「その他銀行の現況に関する重要な事項」ならびに「当行の新株
予約権等に関する事項」、「会計監査人に関する事項」、「財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」、「業務
の適正を確保する体制」、「特定完全子会社に関する事項」、「親会社等との間の取引に関する事項」および「会計参与に関する事項」
②計算書類の「貸借対照表」、「損益計算書」、「株主資本等変動計算書」および「個別注記表」
③連結計算書類の「連結貸借対照表」、「連結損益計算書」、「連結株主資本等変動計算書」および「連結注記表」
④監査報告書の「会計監査人の監査報告書 謄本」、「連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本」および「監査役会の監査報告
書 謄本」

○電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきます。
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▶議決権行使書の記入例をご紹介します。

会社提案･当行取締役会の意見に
ご賛同いただける場合

議 案
第1号議案 賛 否

第3号議案 賛 否
第4号議案 賛 否

第2号議案
賛 否

原案に対する賛否

を除く但し
会社提案
議案

株主提案
議案

株主提案
議案

議 案
第5号議案 賛 否

原案に対する賛否

議 案

株主提案に
賛成の場合
「賛」
の欄に〇

株主提案に
反対の場合
「否」
の欄に〇第6号議案

第5号議案

原案に対する賛否

第6号議案 賛 否

当行取締役会は

これらの議案に反対しております

【議決権行使のご案内】

インターネットによる議決権行使
後記の「インターネットによる議決権行使のご案内」をご参照のうえ、議決権行使サイト
（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスし、画面の案内に従って議案に対する賛否を行使期限まで
にご入力ください。

書面による議決権行使
後記の「議決権行使書のご記入方法のご案内」をご参照のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示いただき、行使期限までに到着するようご返送ください。

当日ご出席による議決権行使
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願
い申しあげます。

【議決権行使書のご記入方法のご案内】
本総会では会社提案（取締役会からご提案させていただく議案）と株主提案（一部株主さまからご提案された議案）
の決議を行います。
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「QRコード読取」による方法

システム等に関するお問い合わせ

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク）
電話０１２０－１７３－０２７（受付時間 ９:００～２１:００、通話料無料）

「ログインID入力」による方法

https://evote.tr.mufg.jp/

● お手持ちのスマートフォンにて「議決
権行使書」の副票（右側）に表示され
ているQRコードを読み取り、議決権行
使サイトにアクセスしてください。

● パソコン、スマートフォンから、次の
議決権行使サイトにアクセスしていた
だき、「議決権行使書」の副票（右側）
に表示されている「ログインID」およ
び「仮パスワード」をご入力のうえ、
画面の案内に従って「賛成」、「反対」
をご入力してください。

● 画面の案内に従って「賛成」、「反対」
をご入力のうえ、送信ボタンを押して
いただくことで、議決権行使は完了い
たします。

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

● 株主さま以外の第三者による不正アク
セスや議決権行使内容の改ざんを防止
するため、ご利用の株主さまには、議
決権行使サイト上で「仮パスワード」
の変更をお願いすることになりますの
でご了承ください。

● 株主総会の招集の都度、新しい「ログ
インID」および「仮パスワード」をご
通知いたします。

議決権行使書
〇〇〇〇株式会社
株主総会日
〇〇〇〇年〇月〇日

御中
〇〇〇〇株
〇〇〇〇個

ログイン ID

ログイン用QRコード

仮パスワード

1.議決権の数
〇〇〇〇個

議案
第１号
第２号
第３号
第４号
第５号

賛
賛
賛
賛
賛

否

否
否

否
否

議案に対する賛否

2.

3.

見本

【インターネットによる議決権行使のご案内】
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１株あたりの年間配当額の推移

2019年度
第117期

2020年度
第118期

2022年度
第120期

30

30

30

30

2021年度
第119期

30

5
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（単位:円）
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期末
記念
中間

60
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株主総会参考書類
議案および参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件
剰余金の処分につきましては、経営上の最重要課題と位置づけ、株主のみなさまへの
安定的な配当を継続して行うことならびに内部留保の充実により経営体質の強化を図る
ことを基本に、機動的な自己株式取得の実施により総還元性向50％を目安とする方針
のもと、以下のとおり期末配当およびその他の剰余金の処分をさせていただきたく存じ
ます。
なお、2023年度以降につきましては、企業価値の持続的向上を目指すとともに株主

のみなさまへの利益還元の更なる強化を図ることとし、総還元性向50％以上とする方
針といたします。

1. 期末配当に関する事項
（1）配当財産の種類

金銭

（2）株主に対する配当財産の割当に関する
事項およびその総額
当行普通株式１株につき金80円
総額 5,947,630,000円

なお、昨年12月に中間配当金として
１株につき60円をお支払いいたして
おりますので、当年度の配当金は１株
につき140円となります。

（3）剰余金の配当が効力を生ずる日
2023年６月30日

第120期の株主還元につきましては、本期末配
当とは別に総額50億円、普通株式853,600株
の自己株式取得を実施しております。これによ
り当年度の総還元性向につきましては、57％と
なります。

2. その他の剰余金の処分に関する事項
（1）増加する剰余金の項目およびその額
（2）減少する剰余金の項目およびその額

別途積立金 9,000,000,000円
繰越利益剰余金 9,000,000,000円
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第２号議案 取締役９名選任の件
取締役８名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、経
営体制の一層の強化を図るため、取締役１名を増員し、社外取締役３名を含む取締役９
名の選任をお願いいたしたいと存じます。
取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号 氏 名 現在の当行に

おける地位
取締役会
出席状況

１ 再 任
ど い のぶ ひろ

土 井 伸 宏 男性 取締役頭取 14／14回
（100％）

２ 再 任
やす い みき や

安 井 幹 也 男性 常務取締役 14／14回
（100％）

３ 再 任
はた ひろ ゆき

幡 宏 幸 男性 常務取締役 14／14回
（100％）

４ 再 任
おく の み な こ

奥 野 美奈子 女性 取締役 11／11回
（100％）

５ 新 任
は ぶち かん じ

羽 渕 完 司 男性 執行役員
（人事総務部長） －

６ 新 任
もと まさ えつ じ

本 政 悦 治 男性 執行役員
（経営企画部長） －

７ 再 任
お た ぎり じゅん こ

小田切 純 子 社外 独立 女性 取締役
（社外取締役）

14／14回
（100％）

８ 再 任
おお やぶ ち ほ

大 藪 千 穂 社外 独立 女性 取締役
（社外取締役）

14／14回
（100％）

９ 再 任
うえ き えい じ

植 木 英 次 社外 独立 男性 取締役
（社外取締役）

14／14回
（100％）
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候補者
番 号 1

ど い の ぶ ひ ろ

土井 伸宏 （1956年４月25日生） 再 任

略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）
1980年４月 当行入行
2007年６月 同 取締役人事部長
2008年６月 同 常務取締役
2010年６月 同 常務取締役本店営業部長
2012年６月 同 常務取締役
2015年６月 同 取締役頭取（現職） 所有する当行株式数

11,614株

取締役候補者とした理由
経営管理部門、リスク管理部門、人事部門等の担当役員を歴任し、2015年6月から取締役頭取を務め、その職務・職責を適切に果たしてお

ります。銀行の経営管理を的確、公正かつ効率的に遂行することができる知識および経験を有することから取締役候補者として選任しておりま
す。

候補者
番 号 2

や す い み き や

安井 幹也 （1965年２月８日生） 再 任

略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）
1987年４月 当行入行
2017年６月 同 取締役
2018年６月 同 常務取締役本店営業部長
2021年６月 同 常務取締役（現職）

グループ戦略総括、秘書室、人事総務部、金融大学校担当
所有する当行株式数

6,502株

取締役候補者とした理由
経営管理部門、営業部門、人事部門の部店長を歴任し、2018年6月から常務取締役を務め、その職務・職責を適切に果たしております。銀

行の経営管理を的確、公正かつ効率的に遂行することができる知識および経験を有することから取締役候補者として選任しております。

― 8 ―

候補者
番 号 3

は た ひ ろ ゆ き

幡 宏幸 （1963年４月16日生） 再 任

略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）
1987年４月 当行入行
2018年６月 同 取締役生産性革新本部事務局長
2019年６月 同 常務取締役（現職）

イノベーション・デジタル戦略部、事務統轄部、業務サポート部、システム部担当

所有する当行株式数
7,182株

取締役候補者とした理由
経営管理部門、営業部門、リスク管理部門、人事部門の部店長を歴任し、2019年6月から常務取締役を務め、その職務・職責を適切に果た
しております。銀行の経営管理を的確、公正かつ効率的に遂行することができる知識および経験を有することから取締役候補者として選任して
おります。

候補者
番 号 4

お く の み な こ

奥野 美奈子 （1966年２月23日生） 再 任

略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）
1989年４月 当行入行
2018年６月 同 公務・地域連携部長
2019年６月 同 執行役員（公務・地域連携部長委嘱）
2022年６月 同 取締役（現職）

公務・地域連携部、国際営業部、海外駐在員事務所担当
所有する当行株式数

4,200株

取締役候補者とした理由
営業部門、人事部門の部店長を歴任し、2022年6月から取締役を務め、その職務・職責を適切に果たしております。銀行の経営管理を的確、
公正かつ効率的に遂行することができる知識および経験を有することから取締役候補者として選任しております。
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候補者
番 号 5

は ぶ ち か ん じ

羽渕 完司 （1969年３月10日生） 新 任

略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）
1993年４月 当行入行
2015年６月 同 下鴨支店長
2017年６月 同 人事総務部長
2021年６月 同 執行役員（人事総務部長委嘱）（現職）

所有する当行株式数
1,588株

取締役候補者とした理由
営業部門、人事部門の部店長を歴任し、2021年６月から執行役員を務め、その職務・職責を適切に果たしております。銀行の経営管理を的
確、公正かつ効率的に遂行することができる知識および経験を有することから取締役候補者として選任しております。

候補者
番 号 6

も と ま さ え つ じ

本政 悦治 （1969年12月５日生） 新 任

略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）
1993年４月 当行入行
2013年８月 同 精華町支店長
2016年６月 同 広報部長
2017年６月 同 経営企画部長兼経営企画部広報調査室長
2020年４月 同 経営企画部長
2021年６月 同 執行役員（経営企画部長委嘱）（現職） 所有する当行株式数

2,346株

取締役候補者とした理由
営業部門、経営管理部門の部店長を歴任し、2021年６月から執行役員を務め、その職務・職責を適切に果たしております。銀行の経営管理
を的確、公正かつ効率的に遂行することができる知識および経験を有することから取締役候補者として選任しております。
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候補者
番 号 7

お た ぎり じゅん こ

小田切 純子 （1952年６月24日生） 再 任

略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）
1987年４月 滋賀大学 経済短期大学部助教授
1993年４月 同 経済学部助教授
1998年４月 同 経済学部教授
2017年６月 当行取締役（現職）
2018年４月 滋賀大学 名誉教授（現職）

所有する当行株式数
2,000株

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
2017年6月から社外取締役を務め、その職務・職責を適切に果たしております。原価計算 管理会計を主な研究分野とする大学教授として、
同分野を中心に専門的かつ幅広い知見を有しており、その知見を当行の経営に活かすため引き続き取締役候補者として選任しております。選任
後は大学の名誉教授としての専門的な知見を活かし、社外取締役としての独立的な立場から、有益な助言をいただくことを期待しております。
なお、同氏は、過去において会社経営に関与した経験はありませんが、当行の社外取締役就任以降、社外取締役としての職務を適切に遂行いた
だいております。

候補者
番 号 8

お お や ぶ ち ほ

大藪 千穂 （1962年３月15日生） 再 任

略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）
1994年４月 岐阜大学 教育学部助教授
2010年４月 同 教育学部教授（現職）
2019年４月 兵庫教育大学 連合大学院教授（現職）
2020年６月 当行取締役（現職）
2021年４月 東海国立大学機構 岐阜大学 副学長（現職）

所有する当行株式数
0株

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
2020年6月から社外取締役を務め、その職務・職責を適切に果たしております。家計、金融教育、消費者問題を主な研究分野とする大学教
授として、同分野を中心に専門的かつ幅広い知見を有しており、その知見を社外取締役としての独立した立場から、当行の経営に活かすため引
き続き取締役候補者として選任しております。選任後は大学教授としての専門的な知見を活かし、社外取締役としての独立的な立場から、有益
な助言をいただくことを期待しております。なお、同氏は、過去において会社経営に関与した経験はありませんが、当行の社外取締役就任以
降、社外取締役としての職務を適切に遂行いただいております。
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候補者
番 号 9

う え き え い じ

植木 英次 （1958年６月18日生） 再 任

略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）
1981年４月 日本電信電話公社（現：日本電信電話株式会社）入社
2009年６月 株式会社エヌ･ティ･ティ･データ 執行役員
2013年６月 同 取締役執行役員
2014年６月 同 取締役常務執行役員
2016年６月 同 代表取締役常務執行役員
2017年６月 同 代表取締役副社長執行役員
2018年６月 エヌ・ティ・ティ・データ・システム技術株式会社代表取締役社長
2021年６月 エヌ･ティ･ティ･データ･フォース株式会社代表取締役社長
2021年６月 当行取締役（現職）
2022年４月 株式会社ＮＴＴデータ フィナンシャルテクノロジー代表取締役社長（現職）
2022年 6 月 エヌ・ティ・ティ・データ・フォース株式会社取締役（現職）

＜重要な兼職の状況＞
株式会社ＮＴＴデータ フィナンシャルテクノロジー代表取締役社長
エヌ･ティ･ティ･データ･フォース株式会社取締役

所有する当行株式数
100株

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
株式会社エヌ・ティ・ティ・データにおいて要職を歴任し、現在は株式会社ＮＴＴデータ フィナンシャルテクノロジー代表取締役社長、

エヌ・ティ・ティ・データ・フォース株式会社取締役を務めております。経営者としての豊富な経験とシステム分野の専門的かつ幅広い知見を
当行の経営に活かすため引き続き取締役候補者として選任しております。選任後は会社経営者としての経験やシステム分野の知見を活かし、経
営全般において監督機能を発揮していただくことや有益な助言をいただくことを期待しております。

（注）１．取締役候補者と当行との間には特別の利害関係はありません。
２．小田切純子、大藪千穂、植木英次の各氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候補者であります。各氏の当
行社外取締役の在任期間は、本総会終結の時をもって、小田切純子氏は６年、大藪千穂氏は３年、植木英次氏は２年となります。
なお、小田切純子氏の戸籍上の氏名は林純子氏であります。

３．植木英次氏は、2018年６月まで、当行の特定関係事業者（主な取引内容は、システム運営委託等および通常の銀行取引）である
株式会社エヌ・ティ・ティ・データの業務執行者でありましたが、当社からみた当行との取引額は直近事業年度の連結売上高の１
％未満で、また、当行からみた当社との取引額は直近事業年度の連結業務粗利益の１％未満であり、その他相互に寄附、株式保有
等の関係はありません。なお、同氏が株式会社エヌ・ティ・ティ・データの役職員を辞してから約５年が経過しており、現時点に
おいて当社との間に何らの関係もありません。以上により、同氏は社外取締役としての独立性を有すると判断しております。

４．責任限定契約の締結
当行は、小田切純子、大藪千穂、植木英次の各氏との間で法令に規定する額を限度額とする責任限定契約を締結しております。本
総会において各氏の選任が承認された場合、当該契約を継続する予定であります。

５．役員等賠償責任保険契約の内容
当行は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することになる、損害賠償金・争訟費用等の損害を
当該保険契約により填補することとしております。全ての取締役候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなりま
す。また、次回更新時には同程度の内容で更新することを予定しております。

６．独立役員の届出
小田切純子、大藪千穂、植木英次の各氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。本総会において各氏
の選任が承認された場合、引き続き独立役員となる予定であります。
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第３号議案 監査役１名選任の件
監査役 仲 雅彦氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査役１
名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は次のとおりであります。

わ だ みのる

和田 実 （1965年１月26日生） 新 任

略歴（地位および重要な兼職の状況）
1987年４月 当行入行
2005年４月 同 山崎支店長
2008年６月 同 七条支店長
2011年４月 同 本店営業部第二部長
2016年６月 同 執行役員（融資審査部長委嘱）
2019年６月 同 常務執行役員（現職） 所有する当行株式数

2,507株

監査役候補者とした理由
営業部門の部店長を歴任し、2016年から執行役員として融資審査部門の部長を、2019年からは常務執行役員を務める等、豊富な経験を有
しております。銀行の経営について、客観的、中立的な監査を遂行することができる知識および経験を有することから監査役候補者として選任
しております。

（注）1. 和田 実氏は、新任の監査役候補者であります。
2. 監査役候補者と当行との間には特別の利害関係はありません。
3. 役員等賠償責任保険契約の内容
当行は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することになる、損害賠償金・争訟費用等の損害を
当該保険契約により填補することとしております。和田 実氏が監査役に就任された場合には、当該保険契約の被保険者に含めら
れることとなります。また、次回更新時には同程度の内容で更新することを予定しております。
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（ご参考）選任後の取締役および監査役のスキル・マトリックス

氏 名 企業経営・
組織運営

リスク
マネジメント

財務・会計・
経済

DX・IT・
システム

人材・
ダイバー
シティ

地方創生 市場運用・
投資事業

取

締

役

ど い のぶ ひろ

土 井 伸 宏 ● ● ● ● ● ●
やす い みき や

安 井 幹 也 ● ● ● ● ● ● ●
はた ひろ ゆき

幡 宏 幸 ● ● ● ● ● ●
おく の み な こ

奥 野 美奈子 ● ● ● ● ● ●
は ぶち かん じ

羽 渕 完 司 ● ● ● ● ●
もと まさ えつ じ

本 政 悦 治 ● ● ● ● ●
お た ぎり じゅん こ

小田切 純 子 社外 ● ●
おお やぶ ち ほ

大 藪 千 穂 社外 ● ●
うえ き えい じ

植 木 英 次 社外 ● ● ● ●

監
査
役

あん どう ひろ ゆき

安 藤 浩 行 ● ● ● ● ●
わ だ みのる

和 田 実 ● ● ● ● ●
なか つかさ ひろ ゆき

中 務 裕 之 社外 ● ● ●
た なか もと こ

田 中 素 子 社外 ● ●
※上記一覧は各人が有する全ての知見を表すものではありません。
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第４号議案 株式移転による完全親会社設立の件
当行は、2023年10月２日（予定）を効力発生日として、単独株式移転の方法によ
り、完全親会社である「株式会社京都フィナンシャルグループ」（以下「持株会社」と
いいます。）を設立すること（以下「本株式移転」といいます。）について、本株式移転
に関する株式移転計画（以下「本株式移転計画」といいます。）を作成のうえ、2023年
５月12日開催の当行取締役会において決議いたしました。
本議案は、本株式移転計画について、株主のみなさまのご承認をお願いするものであ
り、本株式移転を行う理由、本株式移転計画の内容等は以下のとおりであります。

１．株式移転を行う理由および目的その他
（1）本株式移転の理由および目的

当行は、「地域社会の繁栄に奉仕する」を経営理念として掲げ、豊かな地域社会
の創造と地元産業の発展に貢献することを基本的な使命とし、質の高い金融サービ
ス・ソリューションの提供を通じて、地域の活性化、課題の解決に取り組んでまい
りました。
一方で、人口減少等の社会的課題に加え、ＤＸへの対応やカーボンニュートラル
の実現等の新たな社会的課題を有する中で、地域社会・お客さまが抱える課題も多
様化・複雑化しており、当行グループが地域の活性化に貢献し、ともに成長を続け
ていくために果たすべき役割も大きく変化しております。
こうしたことから、金融機能の深化に加えて非金融機能の積極的な拡充により、
地域社会・お客さまの課題を解決する企業グループとなるべく、「ソリューション
機能の拡充と新事業領域の拡大」、「役職員の意識・考動改革とグループ各社の自
立・連携」、および「ガバナンスの高度化と業務執行スピードの向上」を目的とし、
持株会社体制へ移行することといたしました。
今年４月にスタートした新・第１次中期経営計画「New Stage 2023」で定め
た、長期的に目指す姿である「地域の成長を牽引し、ともに未来を創造する総合ソ
リューション企業」の実現に向け、環境変化に機動的かつ柔軟に対応できる持続可
能なビジネスモデルを確立することで、全てのステークホルダー（お客さま・地域
社会・株主・従業員）に対する企業価値の向上を目指してまいります。

（2）持株会社体制移行の手順
当行は、次に示す方法により、持株会社体制への移行を実施する予定です。
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株式会社京都フィナンシャルグループ
（持株会社）

株式会社京都銀行 烏丸商事株式会社

京都信用保証サービス株式会社

京都クレジットサービス株式会社

京銀カードサービス株式会社

京銀リース・キャピタル株式会社

株式会社京都総合経済研究所

京銀証券株式会社

（仮）投資専門会社

スカイオーシャン・
アセットマネジメント株式会社
（持分法適用関連会社）

〔第１段階：単独株式移転による持株会社設立〕
2023年10月２日を効力発生日として、本株式移転により持株会社を設立すること
で、当行は、持株会社の完全子会社となります。

（注）投資専門会社は、2023年９月に設立する予定です。
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株式会社京都フィナンシャルグループ
（持株会社）

株式会社京都銀行

烏丸商事株式会社

京都信用保証サービス株式会社

スカイオーシャン・
アセットマネジメント株式会社
（持分法適用関連会社）

京都クレジットサービス株式会社

京銀カードサービス株式会社

京銀リース・キャピタル株式会社

株式会社京都総合経済研究所

京銀証券株式会社

（仮）投資専門会社

〔第２段階：グループ内事業会社の再編〕
持株会社設立後、グループ内の連携やシナジーの一層の強化等の観点から、当行の連
結子会社である、烏丸商事株式会社、京都クレジットサービス株式会社、京銀カードサ
ービス株式会社、京銀リース・キャピタル株式会社、株式会社京都総合経済研究所、京
銀証券株式会社、投資専門会社（仮）の７社について、当行が保有する全株式を、持株
会社に現物配当する方法等を用いて、持株会社の直接出資会社として再編する予定で
す。
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（3）その他
持株会社は経営に対する実効性の高い監督を行うと同時に迅速な意思決定を可能
とするため、監査等委員会設置会社とし、攻めと守りの両面からグループガバナン
スの高度化を図ってまいります。
なお、本株式移転に伴い、当行は持株会社の完全子会社となるため、当行株式は
上場廃止となりますが、株主のみなさまに当行株式の対価として交付される持株会
社の株式について、株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいま
す。）プライム市場への上場申請を行う予定であります。上場日は東京証券取引所
の審査によりますが、持株会社の設立登記日（本株式移転の効力発生日）である
2023年10月２日を予定しており、実質的に株式の上場を維持する方針でありま
す。

２．株式移転計画の内容の概要
本株式移転計画の内容については、以下の「株式移転計画書（写）」に記載のとお

りであります。
株式移転計画書（写）

株式会社京都銀行（以下「当行」という。）は、当行を株式移転完全子会社とする株
式移転設立完全親会社（以下「本持株会社」という。）を設立するための株式移転を行
うにあたり、次のとおり株式移転計画（以下「本計画」という。）を定める。
（株式移転）
第１条 本計画の定めるところに従い、当行は、単独株式移転の方法により、本持株会

社成立日（第７条に定義する。）において、当行の発行済株式の全部を本持株会
社に取得させる株式移転（以下「本株式移転」という。）を行う。

（本持株会社の目的、商号、本店の所在地、発行可能株式総数その他定款で定める
事項）
第２条 本持株会社の目的、商号、本店の所在地及び発行可能株式総数は、次のとおり

とする。
（1）目的

本持株会社の目的は、別紙１「株式会社京都フィナンシャルグループ定
款」第２条に記載のとおりとする。

（2）商号
本持株会社の商号は、「株式会社京都フィナンシャルグループ」と称し、
英文では、「Kyoto Financial Group, Inc.」と表示する。
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（3）本店の所在地
本持株会社の本店の所在地は、京都市とし、本店の所在場所は、京都市下
京区烏丸通松原上る薬師前町700番地とする。

（4）発行可能株式総数
本持株会社の発行可能株式総数は、２億株とする。

２ 前項に定めるもののほか、本持株会社の定款で定める事項は、別紙１「株式会
社京都フィナンシャルグループ定款」に記載のとおりとする。

（本持株会社の設立時取締役及び設立時会計監査人の名称）
第３条 本持株会社の設立時取締役（設立時監査等委員である設立時取締役を除く。）

の氏名は、次のとおりとする。
（1）取締役 土井 伸宏
（2）取締役 幡 宏幸
（3）取締役 安井 幹也
（4）取締役 奥野 美奈子
（5）取締役 羽渕 完司
（6）取締役 本政 悦治

２ 本持株会社の設立時監査等委員である設立時取締役の氏名は、次のとおりとす
る。
（1）取締役 岩橋 俊郎
（2）社外取締役 大藪 千穂
（3）社外取締役 植木 英次
（4）社外取締役 中務 裕之
（5）社外取締役 田中 素子

３ 本持株会社の設立時会計監査人の名称は、次のとおりとする。
有限責任監査法人トーマツ

（本株式移転に際して交付する株式及びその割当て）
第４条 本持株会社は、本株式移転に際して、当行の発行済株式の全部を取得する時点

の直前時（以下「基準時」という。）における当行の株主に対し、その保有する
当行の普通株式に代わり、当行が基準時に発行している普通株式の合計に１を乗
じて得られる数の合計に相当する数の本持株会社の普通株式を交付する。
２ 本持株会社は、前項の定めにより交付される本持株会社の普通株式を、基準時
における当行の株主に対し、その保有する当行の普通株式１株につき、本持株会
社の普通株式１株をもって割り当てる。
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（本持株会社の資本金及び準備金に関する事項）
第５条 本持株会社の設立時における資本金及び準備金の額は、次のとおりとする。

（1）資本金の額
400億円

（2）資本準備金の額
100億円

（3）利益準備金の額
０円

（本株式移転に際して交付する新株予約権及びその割当て）
第６条 本持株会社は、本株式移転に際して、基準時における以下の表の①から⑬まで

の第１欄に掲げる当行が発行している各新株予約権の新株予約権者に対して、そ
れぞれの保有する当行の新株予約権に代わり、基準時における当該新株予約権の
総数と同数の、第２欄に掲げる本持株会社の新株予約権をそれぞれ交付する。

第１欄 第２欄
名 称 内 容 名 称 内 容

① 株式会社京都銀行
第１回新株予約権

別紙2-①-1
記載

株式会社京都フィナンシャルグループ
第１回新株予約権

別紙2-①-2
記載

② 株式会社京都銀行
第２回新株予約権

別紙2-②-1
記載

株式会社京都フィナンシャルグループ
第２回新株予約権

別紙2-②-2
記載

③ 株式会社京都銀行
第３回新株予約権

別紙2-③-1
記載

株式会社京都フィナンシャルグループ
第３回新株予約権

別紙2-③-2
記載

④ 株式会社京都銀行
第４回新株予約権

別紙2-④-1
記載

株式会社京都フィナンシャルグループ
第４回新株予約権

別紙2-④-2
記載

⑤ 株式会社京都銀行
第５回新株予約権

別紙2-⑤-1
記載

株式会社京都フィナンシャルグループ
第５回新株予約権

別紙2-⑤-2
記載

⑥ 株式会社京都銀行
第６回新株予約権

別紙2-⑥-1
記載

株式会社京都フィナンシャルグループ
第６回新株予約権

別紙2-⑥-2
記載

⑦ 株式会社京都銀行
第７回新株予約権

別紙2-⑦-1
記載

株式会社京都フィナンシャルグループ
第７回新株予約権

別紙2-⑦-2
記載

⑧ 株式会社京都銀行
第８回新株予約権

別紙2-⑧-1
記載

株式会社京都フィナンシャルグループ
第８回新株予約権

別紙2-⑧-2
記載

⑨ 株式会社京都銀行
第９回新株予約権

別紙2-⑨-1
記載

株式会社京都フィナンシャルグループ
第９回新株予約権

別紙2-⑨-2
記載

⑩ 株式会社京都銀行
第10回新株予約権

別紙2-⑩-1
記載

株式会社京都フィナンシャルグループ
第10回新株予約権

別紙2-⑩-2
記載

⑪ 株式会社京都銀行
第11回新株予約権

別紙2-⑪-1
記載

株式会社京都フィナンシャルグループ
第11回新株予約権

別紙2-⑪-2
記載

⑫ 株式会社京都銀行
第12回新株予約権

別紙2-⑫-1
記載

株式会社京都フィナンシャルグループ
第12回新株予約権

別紙2-⑫-2
記載

⑬ 株式会社京都銀行
第13回新株予約権

別紙2-⑬-1
記載

株式会社京都フィナンシャルグループ
第13回新株予約権

別紙2-⑬-2
記載

各内容欄に記載した別紙２は、「第120期定時株主総会 株主総会参考書類＜別冊＞」に記載しております。
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２ 本持株会社は、本株式移転に際して、基準時における当行の新株予約権者に対
して、その保有する前項の表の①から⑬までの第１欄に掲げる新株予約権１個に
つき、それぞれ第２欄に掲げる新株予約権を１個割り当てる。

（本持株会社の成立日）
第７条 本持株会社の設立の登記をすべき日（以下「本持株会社成立日」という。）は、

2023年10月２日とする。但し、本株式移転の手続きの進行上の必要性その他の
事由により必要な場合は、当行の取締役会の決議により本持株会社成立日を変更
することができる。

（本計画承認株主総会）
第８条 当行は、2023年６月29日を開催日として定時株主総会を招集し、本計画の承

認及び本株式移転に必要な事項に関する決議を求めるものとする。但し、本株式
移転の手続きの進行上の必要性その他の事由により必要な場合には、当行の取締
役会の決議により当該株主総会の開催日を変更することができる。

（本持株会社の上場証券取引所）
第９条 本持株会社は、本持株会社成立日において、その発行する普通株式の株式会社

東京証券取引所プライム市場への上場を予定する。
（本持株会社の株主名簿管理人）
第10条 本持株会社の株主名簿管理人は、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社とする。
（本計画の効力）
第11条 本計画は、第８条に定める当行の株主総会において本計画の承認及び本株式

移転に必要な事項に関する決議が得られなかった場合、本持株会社成立日までに
本株式移転についての国内外の法令に定める関係官庁の許認可等（本株式移転に
関する銀行法第52条の17に規定される認可を含むがこれに限らない。）が得られ
なかった場合、又は、次条に基づき本株式移転を中止する場合には、その効力を
失うものとする。

（本計画の変更等）
第12条 本計画の作成後、本持株会社成立日に至るまでの間において、天災地変その

他の事由により当行の財産又は経営状態に重大な変動が生じた場合、本株式移転
の実行に重大な支障となる事態が発生した場合、その他本計画の目的の達成が困
難となった場合は、当行の取締役会の決議により、本株式移転の条件その他本計
画の内容を変更し又は本株式移転を中止することができる。
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（規定外事項）
第13条 本計画に定める事項のほか、本株式移転に関して必要な事項については、本

株式移転の趣旨に従い、当行がこれを決定する。
2023年５月12日

京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町700番地
株式会社京都銀行
取締役頭取 土井 伸宏
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株式移転計画書の別紙１
株式会社京都フィナンシャルグループ 定款

第１章 総 則
（商 号）
第 １ 条 当会社は、株式会社京都フィナンシャルグループと称する。英文では、

Kyoto Financial Group, Inc. と表示する。
（目 的）
第 ２ 条 当会社は、銀行持株会社として、次の業務を営むことを目的とする。

（1）銀行および銀行法により子会社とすることができる会社の経営管理
（2）前号に掲げる業務に付帯関連する一切の業務
（3）前２号に掲げる業務のほか、銀行法により銀行持株会社が営むことができ

る業務
（本店の所在地）
第 ３ 条 当会社は、本店を京都市に置く。
（機 関）
第 ４ 条 当会社は、株主総会および取締役のほか、次の機関を置く。

（1）取締役会
（2）監査等委員会
（3）会計監査人

（公告方法）
第 ５ 条 当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事

由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞お
よび京都市において発行する京都新聞に掲載して行う。

第２章 株 式
（発行可能株式総数）
第 ６ 条 当会社の発行可能株式総数は、200,000,000株とする。
（自己の株式の取得）
第 ７ 条 当会社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市

場取引等により自己の株式を取得することができる。
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（単元株式数）
第 ８ 条 当会社の単元株式数は、100株とする。
（単元未満株式についての権利）
第 ９ 条 当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の

権利を行使することができない。
（1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利
（2）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利
（3）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割

当てを受ける権利
（4）次条に定める請求をする権利

（単元未満株式の買増し）
第１０条 当会社の株主は、株式取扱規程の定めるところにより、その有する単元未満

株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求することが
できる。

（株主名簿管理人）
第１１条 当会社は、株主名簿管理人を置く。

２ 株主名簿管理人およびその事務取扱場所は、取締役会または取締役会の決議
によって委任を受けた取締役が定め、これを公告する。

３ 当会社の株主名簿および新株予約権原簿の作成ならびに備置きその他の株主
名簿および新株予約権原簿に関する事務は、これを株主名簿管理人に委託し、
当会社においては取り扱わない。

（株式取扱規程）
第１２条 当会社の株式に関する取扱いおよび手数料は、法令または本定款のほか、取

締役会において定める株式取扱規程による。
第３章 株主総会

（招 集）
第１３条 当会社の定時株主総会は、毎事業年度終了日の翌日から３か月以内に招集

し、臨時株主総会は、必要に応じて招集する。
２ 株主総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役会の決議に基づき
取締役社長が招集する。取締役社長に事故があるときは、あらかじめ取締役会
の定める順序により、他の取締役がこれにあたる。

（定時株主総会の基準日）
第１４条 当会社の定時株主総会の議決権の基準日は、毎年３月31日とする。
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（議 長）
第１５条 株主総会の議長は、取締役社長がこれにあたる。

２ 取締役社長に事故があるときは、あらかじめ取締役会の定める順序により、
他の取締役がこれにあたる。

（電子提供措置等）
第１６条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書類等の内容である情報に

ついて、電子提供措置をとるものとする。
２ 当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法務省令で定めるものの全部また
は一部について、議決権の基準日までに書面交付請求した株主に対して交付す
る書面に記載しないことができる。

（決議の方法）
第１７条 株主総会の決議は、法令または本定款に別段の定めがある場合を除き、出席

した議決権を行使することができる株主の議決権の過半数をもって行う。
２ 会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主
の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上を
もって行う。

（議決権の代理行使）
第１８条 株主は、当会社の議決権を有する他の株主１名を代理人として、その議決権

を行使することができる。
２ 株主または代理人は、株主総会ごとに代理権を証明する書面を当会社に提出
しなければならない。

第４章 取締役および取締役会
（員 数）
第１９条 当会社の取締役（監査等委員であるものを除く。）は、10名以内とする。

２ 当会社の監査等委員である取締役は、６名以内とする。
（選任方法）
第２０条 取締役は、監査等委員である取締役とそれ以外の取締役とを区別して、株主

総会において選任する。
２ 取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の
１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う。

３ 取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする。
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（任 期）
第２１条 取締役（監査等委員であるものを除く。）の任期は、選任後１年以内に終了

する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとする。
２ 監査等委員である取締役の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のう
ち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとする。

３ 任期の満了前に退任した監査等委員である取締役の補欠として選任された監
査等委員である取締役の任期は、退任した監査等委員である取締役の任期の満
了する時までとする。

４ 監査等委員である取締役の補欠の予選に係る決議を行う場合には、当該決議
の効力は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時
株主総会の開始の時までとする。

（代表取締役および役付取締役）
第２２条 取締役会は、その決議によって、取締役（監査等委員であるものを除く。）

の中から、代表取締役を選定する。
２ 取締役会は、その決議によって、取締役（監査等委員であるものを除く。）
の中から、取締役会長、取締役社長各１名、取締役副社長、専務取締役および
常務取締役各若干名を定めることができる。

（報酬等）
第２３条 取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当会社から受ける財産上

の利益（以下、報酬等という。）は、監査等委員である取締役とそれ以外の取
締役とを区別して、株主総会の決議によって定める。

（取締役の責任限定契約）
第２４条 当会社は会社法第427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役等で

あるものを除く。）との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定す
る契約を締結することができる。ただし、当該契約に基づく責任の限度額は法
令が規定する額とする。

（重要な業務執行の決定の委任）
第２５条 当会社は、取締役会の決議によって重要な業務執行（会社法第399条の13

第５項各号に掲げる事項を除く。）の決定の全部または一部を取締役に委任す
ることができる。
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（取締役会の招集）
第２６条 取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役社長がこれを招集

し、その議長となる。取締役社長に事故があるときは、あらかじめ取締役会の
定める順序により、他の取締役が招集し、その議長となる。

２ 取締役会の招集通知は、会日の３日前までに各取締役に対して発する。ただ
し、緊急の必要があるときは、この期間を短縮することができる。
３ 取締役全員の同意があるときは、招集の手続きを経ないで取締役会を開催す
ることができる。

（取締役会の決議）
第２７条 取締役会の決議は、法令に別段の定めがあるもののほか、議決に加わること

ができる取締役の過半数が出席し、出席した取締役の過半数をもって行う。
２ 当会社は、会社法第370条の要件を充たしたときは、取締役会の決議があっ
たものとみなす。

（取締役会規程）
第２８条 取締役会に関する事項は、法令または本定款のほか、取締役会において定め

る取締役会規程による。
第５章 監査等委員会

（常勤の監査等委員）
第２９条 監査等委員会は、その決議によって、監査等委員の中から常勤の監査等委員

を選定することができる。
（監査等委員会の招集）
第３０条 監査等委員会の招集通知は、会日の３日前までに各監査等委員に対して発す

る。ただし、緊急の必要があるときは、この期間を短縮することができる。
２ 監査等委員の全員の同意があるときは、招集の手続きを経ないで監査等委員
会を開催することができる。

（監査等委員会規程）
第３１条 監査等委員会に関する事項は、法令または本定款のほか、監査等委員会にお

いて定める監査等委員会規程による。
第６章 計 算

（事業年度）
第３２条 当会社の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月31日までの１年とする。
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（剰余金の配当等の決定機関）
第３３条 当会社は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役会の決議によって会

社法第459条第１項各号に掲げる事項を定めることができる。
（剰余金の配当の基準日）
第３４条 当会社の期末配当の基準日は、毎年３月31日とする。

２ 当会社の中間配当の基準日は、毎年９月30日とする。
３ 前２項のほか、基準日を定めて剰余金の配当をすることができる。

（配当金の除斥期間）
第３５条 配当財産が金銭である場合は、その支払開始の日から満５年を経過してもな

お受領されないときは、当会社はその支払義務を免れる。

附 則
（最初の事業年度）
第 １ 条 第32条の規定にかかわらず、当会社の最初の事業年度は、当会社の成立の

日から2024年３月31日までとする。
（最初の取締役の報酬等）
第 ２ 条 第23条の規定にかかわらず、当会社の成立の日から最初の定時株主総会終

結の時までの取締役(監査等委員を除く。)の報酬等の総額は年額500百万円以
内とする。

２ 第23条の規定にかかわらず、当会社の成立の日から最初の定時株主総会終
結の時までの監査等委員の報酬等の総額は年額100百万円以内とする。

（本附則の削除）
第 ３ 条 本附則は、当会社の成立後最初の定時株主総会の終結の時をもって、削除す

る。
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３．会社法施行規則第206条各号に掲げる事項の内容の概要
（1）株式移転の対価に関する定めの相当性に関する事項
① 対価の総数および割当てに関する事項
イ．株式移転比率
本株式移転により持株会社が当行の発行済株式の全部を取得する時点の直前
時（以下「基準時」といいます。）における当行の株主のみなさまに対し、そ
の保有する当行の普通株式１株につき、持株会社の普通株式１株を割当交付い
たします。
ロ．単元株式数
持株会社は、単元株式制度を採用し、１単元の株式数を100株といたしま
す。

ハ．株式移転比率の算定根拠
本株式移転は、当行単独の株式移転によって完全親会社である持株会社を設
立するものであり、株式移転時の当行の株主構成と持株会社の株主構成に変化
がないことから、株主のみなさまに不利益を与えないことを第一義として、株
主のみなさまが保有する当行の普通株式１株に対して持株会社の普通株式１株
を割当交付することといたしました。
ニ．第三者機関による算定結果、算定方法および算定根拠
上記ハ.のとおり、本株式移転は当行単独の株式移転であり、第三者機関に
よる株式移転比率の算定は行っておりません。また、上記の株式移転比率は、
基本的に株式の価値に変動を伴うものではなく、相当であると判断しておりま
す。
ホ．株式移転により交付する新株式数（予定）
普通株式75,840,688株を予定しております。
ただし、本株式移転の効力発生に先立ち、当行の発行済株式総数が変化した

場合には、持株会社が交付する上記株式数は変動いたします。なお、基準時に
おいて当行が保有する自己株式１株に対して、その同数の持株会社の普通株式
が割当交付されることになります。これに伴い、当行は一時的に持株会社の普
通株式を保有することになりますが、法令の定めに従い速やかに処分いたしま
す。
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② 資本金および準備金等の額の相当性に関する事項
本株式移転により設立される持株会社の資本金および準備金については、以下
のとおりであります。
資本金の額 400億円
資本準備金の額 100億円
利益準備金の額 0円
上記の資本金および準備金の額については、法令の範囲内で定めており、持株
会社の目的および規模ならびに設立後の資本政策等に照らして相当であると判断
しております。

（2）株式移転に際して交付される新株予約権に係る定めの相当性に関する事項
本株式移転において、当行の新株予約権者に対してその有する新株予約権の代わ
りに交付する持株会社の新株予約権の内容は、当行の新株予約権とほぼ同等の内容
のものであり、かつ当行普通株式１株に対して持株会社の普通株式１株が割り当て
られることから、当行の新株予約権者に対して、その保有する当行の新株予約権１
個につき、持株会社の新株予約権１個を割り当てることは、相当であると判断して
おります。

（3）株式移転完全子会社についての事項
当行の最終事業年度の末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会

社財産の状況に重要な影響を与える事象は現在のところ生じておりません。
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４．持株会社の取締役（監査等委員である者を除く。）となる者に関する事項
持株会社の取締役（監査等委員である者を除く。）となる者は、以下のとおりであり
ます。

氏 名
（生年月日）

略歴、当行における地位および担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当行株式数

割り当てられる
持株会社の
株 式 数

土
ど い
井 伸宏

のぶひろ

（1956年4月25日生）

［略歴、当行における地位および担当］
1980年 4 月 当行入行
2007年 6 月 同 取締役人事部長
2008年 6 月 同 常務取締役
2010年 6 月 同 常務取締役本店営業部長
2012年 6 月 同 常務取締役
2015年 6 月 同 取締役頭取（現職）

11,614株 11,614株［取締役候補者とした理由］
土井伸宏氏は、当行の経営管理部門、リスク管理部門、人事部門
等の担当役員を歴任し、2015年6月から取締役頭取を務めるな
ど、グループの経営管理や事業運営に精通しております。これま
での豊富な業務経験と幅広い知見を活かし、グループの持続的成
長と中長期的な価値向上のため、持株会社の取締役会における意
思決定機能および監督機能の実効性強化に貢献できると判断し、
取締役候補者としたものであります。

幡
はた
宏幸
ひろゆき

（1963年4月16日生）

［略歴、当行における地位および担当］
1987年 4 月 当行入行
2018年 6 月 同 取締役生産性革新本部事務局長
2019年 6 月 同 常務取締役（現職）

イノベーション・デジタル戦略部、事務統轄部、
業務サポート部、システム部担当

7,182株 7,182株
［取締役候補者とした理由］
幡 宏幸氏は、当行の経営管理部門、営業部門、リスク管理部門、
人事部門の部店長を歴任し、2019年6月から常務取締役を務め、
イノベーション・デジタル部門、事務・システム部門等の担当役
員を務めるなど、グループの経営管理や事業運営に精通しており
ます。これまでの豊富な業務経験と幅広い知見を活かし、グルー
プの持続的成長と中長期的な価値向上のため、持株会社の取締役
会における意思決定機能および監督機能の実効性強化に貢献でき
ると判断し、取締役候補者としたものであります。
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氏 名
（生年月日）

略歴、当行における地位および担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当行株式数

割り当てられる
持株会社の
株 式 数

安
やす
井
い
幹也
みき や

（1965年2月8日生）

［略歴、当行における地位および担当］
1987年 4 月 当行入行
2017年 6 月 同 取締役
2018年 6 月 同 常務取締役本店営業部長
2021年 6 月 同 常務取締役（現職）

グループ戦略総括、秘書室、人事総務部、
金融大学校担当

6,502株 6,502株
［取締役候補者とした理由］
安井幹也氏は、当行の経営管理部門、営業部門、人事部門の部店
長を歴任し、2018年6月から常務取締役を務め、営業部門、経営
管理部門、人事部門、市場金融部門、グループ戦略等の担当役員
を務め、グループの経営管理や事業運営に精通しております。こ
れまでの豊富な業務経験と幅広い知見を活かし、グループの持続
的成長と中長期的な価値向上のため、持株会社の取締役会におけ
る意思決定機能および監督機能の実効性強化に貢献できると判断
し、取締役候補者としたものであります。

奥
おく
野
の
美奈子
み な こ

（1966年2月23日生）

［略歴、当行における地位および担当］
1989年 4 月 当行入行
2018年 6 月 同 公務・地域連携部長
2019年 6 月 同 執行役員（公務・地域連携部長委嘱）
2022年 6 月 同 取締役（現職）

公務・地域連携部、国際営業部、
海外駐在員事務所担当

4,200株 4,200株［取締役候補者とした理由］
奥野美奈子氏は、当行の営業部門、人事部門の部店長を歴任し、
2022年6月から取締役を務めるなど、グループの経営管理や事業
運営に精通しております。これまでの豊富な業務経験と幅広い知
見を活かし、グループの持続的成長と中長期的な価値向上のた
め、持株会社の取締役会における意思決定機能および監督機能の
実効性強化に貢献できると判断し、取締役候補者としたものであ
ります。
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氏 名
（生年月日）

略歴、当行における地位および担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当行株式数

割り当てられる
持株会社の
株 式 数

羽
は
渕
ぶち
完司
かん じ

（1969年3月10日生）

［略歴、当行における地位および担当］
1993年 4 月 当行入行
2015年 6 月 同 下鴨支店長
2017年 6 月 同 人事総務部長
2021年 6 月 同 執行役員（人事総務部長委嘱）（現職）
[取締役候補者とした理由］
羽渕完司氏は、当行の営業部門、人事部門の部店長を歴任し、
2021年6月から執行役員を務めるなど、グループの経営管理や事
業運営に精通しております。これまでの豊富な業務経験と幅広い
知見を活かし、グループの持続的成長と中長期的な価値向上のた
め、持株会社の取締役会における意思決定機能および監督機能の
実効性強化に貢献できると判断し、取締役候補者としたものであ
ります。

1,588株 1,588株

本
もとまさ
政 悦治

えつ じ

（1969年12月5日生）

［略歴、当行における地位および担当］
1993年 4 月 当行入行
2013年 8 月 同 精華町支店長
2016年 6 月 同 広報部長
2017年 6 月 同 経営企画部長兼経営企画部広報調査室長
2020年 4 月 同 経営企画部長
2021年 6 月 同 執行役員（経営企画部長委嘱）（現職）

2,346株 2,346株［取締役候補者とした理由］
本政悦治氏は、当行の営業部門、経営管理部門の部店長を歴任
し、2021年6月から執行役員を務めるなど、グループの経営管理
や事業運営に精通しております。これまでの豊富な業務経験と幅
広い知見を活かし、グループの持続的成長と中長期的な価値向上
のため、持株会社の取締役会における意思決定機能および監督機
能の実効性強化に貢献できると判断し、取締役候補者としたもの
であります。

（注）1. 所有する当行株式数は、2023年３月31日現在の所有状況に基づき記載しており、また割り当てられる持株
会社の株式数は、当該所有状況に基づき、株式移転比率を勘案して記載しております。よって、実際に割り
当てられる持株会社の株式数は、持株会社の設立日の直前まで所有状況に応じて変動することがあります。

2. 各取締役候補者と当行との間には特別な利害関係はなく、持株会社との間に特別な利害関係が生じる予定も
ありません。

3. 本議案が承認可決された場合には、持株会社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険
契約を保険会社との間で締結予定です。当該保険契約により、被保険者が負担することになる、損害賠償
金・争訟費用等の損害（法令違反の行為であることを認識して行った行為の場合等一定の免責事由に該当す
るものを除く。）が填補されることとなります。なお、被保険者の保険料は持株会社が全額負担いたします。
各候補者が持株会社の取締役（監査等委員である者を除く。）に選任され就任した場合には、当該保険契約の
被保険者となる予定であります。
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５．持株会社の監査等委員である取締役となる者に関する事項
持株会社の監査等委員である取締役となる者は、以下のとおりであります。
氏 名

（生年月日）
略歴、当行における地位および担当

（重要な兼職の状況）
所 有 す る
当行株式数

割り当てられる
持株会社の
株 式 数

岩
いわはし
橋 俊郎

としろう

（1961年12月12日生）

［略歴、当行における地位および担当］
1986年 4 月 当行入行
2014年 6 月 同 取締役三条支店長
2015年 6 月 同 取締役融資審査部長
2016年 6 月 同 常務取締役本店営業部長
2018年 6 月 同 常務取締役
2022年 6 月 同 専務取締役（現職）

リスク統轄部、監査部担当

7,787株 7,787株［取締役候補者とした理由］
岩橋俊郎氏は、当行の経営管理部門、営業部門の部店長を務めた
後、当行の経営管理部門、営業部門、融資審査部門、人事部門等
の担当役員を歴任し、2022年6月から専務取締役を務めるなど、
グループの経営管理や事業運営に精通しております。これまでの
豊富な業務経験と幅広い知見を活かし、グループの持続的成長と
中長期的な価値向上のため、経営陣から独立した客観的立場から
持株会社の取締役会における意思決定の透明性・公平性の一層の
確保と監督機能の一層の強化に貢献できると判断し、監査等委員
である取締役候補者としたものであります。

大
おおやぶ
藪 千穂

ち ほ

（1962年3月15日生）

［略歴、当行における地位および担当］
1994年 4 月 岐阜大学 教育学部助教授
2010年 4 月 同 教育学部教授（現職）
2019年 4 月 兵庫教育大学 連合大学院教授（現職）
2020年 6 月 当行取締役（現職）
2021年 4 月 東海国立大学機構 岐阜大学 副学長（現職）

0株 0株
［社外取締役候補者とした理由および期待される役割等］
大藪千穂氏は、家計、金融教育、消費者問題を主な研究分野とす
る大学教授として、同分野を中心に専門的かつ幅広い知見を有し
ております。
2020年6月から当行社外取締役に在任しており、これらの豊富な
経験と専門的知見を活かし、グループの持続的成長と中長期的な
価値の向上のため、経営陣から独立した客観的立場から持株会社
の取締役会における意思決定の透明性・公平性の一層の確保と監
督機能の一層の強化に貢献いただけると判断し、監査等委員であ
る社外取締役候補者としたものであります。
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氏 名
（生年月日）

略歴、当行における地位および担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当行株式数

割り当てられる
持株会社の
株 式 数

植
うえ
木
き
英次
えい じ

（1958年6月18日生）

［略歴、当行における地位および担当］
1981年 4 月 日本電信電話公社

(現：日本電信電話株式会社)入社
2009年 6 月 株式会社エヌ･ティ･ティ･データ 執行役員
2013年 6 月 同 取締役執行役員
2014年 6 月 同 取締役常務執行役員
2016年 6 月 同 代表取締役常務執行役員
2017年 6 月 同 代表取締役副社長執行役員
2018年 6 月 エヌ･ティ･ティ･データ･システム技術株式会社

代表取締役社長
2021年 6 月 エヌ･ティ･ティ･データ･フォース株式会社

代表取締役社長
2021年 6 月 当行取締役（現職）
2022年 4 月 株式会社ＮＴＴデータ フィナンシャルテクノロ

ジー代表取締役社長（現職）
2022年 6 月 エヌ･ティ･ティ･データ･フォース株式会社

取締役（現職） 100株 100株
＜重要な兼職の状況＞
株式会社ＮＴＴデータ フィナンシャルテクノロジー
代表取締役社長
エヌ･ティ･ティ･データ･フォース株式会社取締役

［社外取締役候補者とした理由および期待される役割等］
植木英次氏は、株式会社エヌ・ティ・ティ・データにおいて要職
を歴任し、現在は株式会社ＮＴＴデータ フィナンシャルテクノ
ロジー代表取締役社長、エヌ･ティ･ティ･データ･フォース株式会
社取締役を務めております。2021年6月から当行社外取締役に在
任しており、これら企業経営者としての豊富な経験とシステム分
野の専門的知見を活かし、グループの持続的成長と中長期的な価
値の向上のため、経営陣から独立した客観的立場から持株会社の
取締役会における意思決定の透明性・公平性の一層の確保と監督
機能の一層の強化に貢献いただけると判断し、監査等委員である
社外取締役候補者としたものであります。
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氏 名
（生年月日）

略歴、当行における地位および担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当行株式数

割り当てられる
持株会社の
株 式 数

中
なか
務
つかさ

裕之
ひろゆき

（1957年12月21日生）

［略歴、当行における地位および担当］
1984年 9 月 公認会計士登録
1988年10月 税理士登録
1989年11月 中務公認会計士・税理士事務所設立、

同事務所代表（現職）
2007年 6 月 日本公認会計士協会近畿会会長
2007年 7 月 日本公認会計士協会副会長
2009年 6 月 株式会社大阪証券取引所社外監査役
2012年 2 月 フルサト工業株式会社社外監査役
2013年 1 月 株式会社日本取引所グループ社外取締役
2015年 6 月 日本合成化学工業株式会社社外監査役
2015年 6 月 フルサト工業株式会社社外取締役
2021年 6 月 当行監査役（現職）
2021年10月 フルサト・マルカホールディングス株式会社

社外取締役（現職）
0株 0株

＜重要な兼職の状況＞
フルサト・マルカホールディングス株式会社社外取締役

［社外取締役候補者とした理由および期待される役割等］
中務裕之氏は、公認会計士、税理士として財務および会計に相当
程度の知見を有しております。2021年6月から当行社外監査役に
在任しており、これらの豊富な経験と専門的知見を活かし、グル
ープの持続的成長と中長期的な価値の向上のため、経営陣から独
立した客観的立場から持株会社の取締役会における意思決定の透
明性・公平性の一層の確保と監督機能の一層の強化に貢献いただ
けると判断し、監査等委員である社外取締役候補者としたもので
あります。
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氏 名
（生年月日）

略歴、当行における地位および担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当行株式数

割り当てられる
持株会社の
株 式 数

田
た
中
なか
素子
もと こ

（1958年4月22日生）

［略歴、当行における地位および担当］
1988年 4 月 検事任官
2015年 7 月 松江地方検察庁検事正
2016年 9 月 最高検察庁検事
2017年 7 月 水戸地方検察庁検事正
2018年 2 月 京都地方検察庁検事正
2019年 7 月 神戸地方検察庁検事正
2020年11月 弁護士登録（大阪弁護士会）

片山・平泉法律事務所 客員弁護士（現職）
2021年 6 月 当行監査役（現職）

100株 100株
［社外取締役候補者とした理由および期待される役割等］
田中素子氏は、長年にわたる検察官としての豊富な経験と法務全
般に関する専門的知識を有しております。2021年6月から当行社
外監査役に在任しており、これらの豊富な経験と専門的知見を活
かし、グループの持続的成長と中長期的な価値の向上のため、経
営陣から独立した客観的立場から持株会社の取締役会における意
思決定の透明性・公平性の一層の確保と監督機能の一層の強化に
貢献いただけると判断し、監査等委員である社外取締役候補者と
したものであります。

（注）1. 所有する当行株式数は、2023年３月31日現在の所有状況に基づき記載しており、また割り当てられる持株
会社の株式数は、当該所有状況に基づき、株式移転比率を勘案して記載しております。よって、実際に割り
当てられる持株会社の株式数は、持株会社の設立日の直前まで所有状況に応じて変動することがあります。

2. 各取締役候補者と当行との間には特別な利害関係はなく、持株会社との間に特別な利害関係が生じる予定も
ありません。

3. 大藪千穂、植木英次、中務裕之および田中素子の各氏は、持株会社の社外取締役候補者であります。
4. 持株会社の社外取締役候補者が当行の社外取締役または社外監査役に就任してからの年数は、以下のとおり
であります。
①大藪千穂氏は、現在、当行の社外取締役であり、当行の社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時
をもって３年となります。
②植木英次氏は、現在、当行の社外取締役であり、当行の社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時
をもって２年となります。
③中務裕之氏は、現在、当行の社外監査役であり、当行の社外監査役としての在任期間は、本総会終結の時
をもって２年となります。
④田中素子氏は、現在、当行の社外監査役であり、当行の社外監査役としての在任期間は、本総会終結の時
をもって２年となります。
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5. 大藪千穂、田中素子の両氏は、社外役員以外の方法で会社経営に関与したことはありませんが、「社外取締役
候補者とした理由および期待される役割等」に記載のとおり、持株会社の監査等委員である社外取締役とし
ての職務を適切に遂行していただくことができると判断しております。

6. 植木英次氏は、2018年６月まで、当行の特定関係事業者（主な取引内容は、システム運営委託等および通常
の銀行取引）である株式会社エヌ・ティ・ティ・データの業務執行者でありましたが、当社からみた当行と
の取引額は直近事業年度の連結売上高の１％未満で、また、当行からみた当社との取引額は直近事業年度の
連結業務粗利益の１％未満であり、その他相互に寄附、株式保有等の関係はありません。なお、同氏が株式
会社エヌ・ティ・ティ・データの役職員を辞してから約５年が経過しており、現時点において当社との間に
何らの関係もありません。以上により、同氏は社外取締役としての独立性を有すると判断しております。

7. 田中素子氏は、2023年６月28日開催の関西電力株式会社の第99回定時株主総会で同社社外取締役に就任予
定であります。

8. 本議案が承認可決された場合には、大藪千穂、植木英次、中務裕之および田中素子の各氏を東京証券取引所
の定めに基づく独立役員として、同取引所に届け出る予定であります。

9. 本議案が承認可決された場合には、持株会社は、大藪千穂、植木英次、中務裕之および田中素子の各氏との
間で、法令に規定する額を限度額とする責任限定契約を締結する予定であります。

10. 本議案が承認可決された場合には、持株会社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険
契約を保険会社との間で締結予定です。当該保険契約により、被保険者が負担することになる、損害賠償
金・争訟費用等の損害（法令違反の行為であることを認識して行った行為の場合等一定の免責事由に該当す
るものを除く。）が填補されることとなります。なお、被保険者の保険料は持株会社が全額負担いたします。
各候補者が持株会社の監査等委員である取締役に選任され就任した場合には、当該保険契約の被保険者とな
る予定であります。

11. 大藪千穂、植木英次の両氏は、第2号議案において当行の社外取締役候補者となっておりますが、第2号議案
により両氏が当行の社外取締役に選任され、かつ本議案が承認可決された場合は、本株式移転の効力発生日
の前日（2023年10月1日予定）をもって、当行の社外取締役を辞任し、本持株会社の監査等委員である取締
役に就任する予定であります。

12. 中務裕之、田中素子の両氏は、現在、当行の社外監査役でありますが、本議案が承認可決された場合は、本
株式移転の効力発生日の前日（2023年10月1日予定）をもって、当行の社外監査役を辞任し、本持株会社の
監査等委員である取締役に就任する予定であります。
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６．持株会社の会計監査人となる者についての事項
持株会社の会計監査人となる者は、次のとおりであります。
名 称 有限責任監査法人トーマツ

主たる事業所の所在地 東京都千代田区丸の内三丁目２番３号 丸の内二重橋ビルディング

沿 革

1968年５月 等松・青木・津田・塚田・青木・宇野・月下部会計
事務所設立

1969年２月 等松・青木監査法人に名称変更
1975年５月 トウシュ ロス インターナショナル＜TRI＞

（現デロイト トウシュ トーマツ リミテッド＜DTTL＞）
へ加盟

1990年２月 監査法人トーマツに名称変更
2009年７月 有限責任監査法人への移行に伴い、名称を有限責任

監査法人トーマツに変更
監査関与会社 3,244社（2022年５月末現在）
資本金 1,138百万円（2023年２月末日現在）

構成人員

社員（公認会計士） 486名
特定社員 59名
公認会計士 2,586名
公認会計士試験合格者等 1,176名
その他専門職 3,142名
事務職 85名
合計 7,534名

（2023年２月末日現在）
（注）有限責任監査法人トーマツを持株会社の会計監査人候補とした理由は、同監査法人の規模、経験等の

職務遂行能力および独立性、内部管理体制等を総合的に勘案した結果、適任と判断したためでありま
す。
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第５号議案および第６号議案は株主さま１名（以下「提案株主」といいます。）から
のご提案によるものであります。
株主提案に係る議案については、「当行取締役会の意見」および「反対の理由」以外

の部分は、提案株主から受領した内容を原則として転記する方法により記載しておりま
す。
【株主提案】
第５号議案 剰余金の配当（特別配当）の件
１．第１議案の要領
（1）議題：剰余金の配当（特別配当）の件

特別配当として下記のとおり配当すること。
ア 配当財産の種類

金銭
イ 財産の割り当てに関する事項及びその総額
第120期定時株主総会において可決された当会社が提案した剰余金配当に係
る議案に基づく普通株式１株当たり配当金額（もしあれば）に加えて、１株当
たり62円を配当する。本議題に従って支払われる特別配当金額は、普通株式
１株当たりの配当金額に、2023年３月31日現在の配当を受領する権利の付さ
れている株式数を乗じた金額となる。
ウ 剰余金の配当が効力を生じる日
第120期定時株主総会の開催日の翌日。

エ 配当金支払開始日
2023年７月19日

２．第１議案提案の理由の概要
当会社は、配当方針として当会社の純利益のうち、当会社のコア事業に直接関連

しないもの（具体的には当会社が保有株式に関し受け取る配当金）の100％に相当
する金額を株主に分配すると共に、コアの融資事業からの純利益の50％に相当す
る金額を株主に分配するべきです。当該方針を採用した場合、当会社はコアの融
資・銀行業務から発生する利益の50％を保持することができます。また、自己資
金による銀行事業の拡大を行う上で、十分な資金的なゆとりを持つことが可能で
す。
今回提案する特別配当の実施は、当会社及びその将来の事業の見通しや支払能力
に悪影響を与えるものではなく、当会社が、様々な技術の変化に備え、顧客にサー
ビスを提供し、京都府のステークホルダーに対する義務を遂行する上で必要な能力
を損ねるものでもありません。
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＜当行取締役会の意見＞

当行取締役会としては、本株主提案に反対いたします。

＜反対の理由＞
当行が中長期にわたり持続的に企業価値を向上していくためには、「成長投資」、

「健全性の確保」、「株主還元の充実」をバランスよく実現することが重要であると
かねてから考えております。特に地域金融機関として、地域企業への積極的な創
業・成長支援という「成長投資」と、企業の経営環境が急激に悪化し、長期化した
場合であっても企業の資金繰りを支え続けるための「健全性の確保」を実現した上
で、機動的かつ弾力的に高い水準での「株主還元の充実」を実現することが求めら
れているものと考えております。

当行は、株主のみなさまに対する利益還元を経営の最重要課題の一つとして認識
し、株主還元の充実を進めてまいりました。2022年３月期は、2021年12月に公
表した「総還元性向50％を目安とする」方針に基づき、年間配当１株当たり100円
に加え、25億円の自己株式取得を行った結果、総還元性向は49％となりました。
2023年３月期は、年間配当１株当たり140円（予定）に加えて、50億円の自己株
式取得を行っており、総還元性向は57％（予定）となります。

地域金融機関を取り巻く経営環境は依然として厳しい状況が続いておりますが、
当行は企業価値向上に向け様々な施策を講じてまいりました。具体的には、2017
年に京銀証券設立、2018年に信託業務へ銀行本体参入開始、2020年に人材紹介業
務開始などにより、課題解決機能を拡充するなど、事業領域を拡充しております。
また、デジタル投資や店舗ネットワークを適宜見直すことで、効率的かつ強力な営
業体制を構築いたしました。
2023年３月27日に公表した中期経営計画（2023年度～2025年度）において

は、株主資本ベースＲＯＥ６％（純資産ベースＲＯＥ３％）、自己資本比率11％台
という目標を掲げ、その実現のために、株主還元方針を従来の「総還元性向50％を
目安とする」から「総還元性向50％以上」に引上げ、総還元性向50％をコミット
しつつ弾力的に株主還元を実施していく方針といたしました。
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また、株主総会における承認および必要な関係当局の認可等が得られることを前
提に、2023年10月２日（予定）を効力発生日として、持株会社体制への移行の準
備を進めております。総合ソリューション企業としてグループ各社の力を集結し収
益力拡大を実現することで、計画初年度の2024年３月期の年間配当は前年度
（2023年３月期）の１株当たり140円（予定）から160円への増額を予定すると共
に、中長期的な経営戦略および資本政策を踏まえて、適正な金額及び株数の機動的
な自己株式取得を適宜、取締役会にて検討していく方針であります。

当行では、中長期的な視点に立脚した当行の株主還元方針に基づく還元施策が最
適であると考えております。また、株主還元の基準については、当行の事業戦略に
着目して投資している株主のみなさまへの利益配分と位置付けるべきであり、保有
株式に関して受け取る配当だけでなく、各年度の事業活動の結果生じた「親会社株
主に帰属する当期純利益」を基準に決定するべきと考えております。

会社提案の配当及び2023年３月期中に実施した自己株式取得に加え、本株主提
案（第５号議案・第６号議案）の株主還元を実施した場合、内部留保をせず利益の
全てを株主還元することとなりますが、地域金融機関である当行の特徴が考慮され
ていない短期的な視点に立脚したものと考えざるを得ず、中長期的な企業価値の向
上に繋がらないと判断いたします。

したがいまして、当行取締役会としては、本議案に反対いたします。
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【株主提案】
第６号議案 自己株式取得の件
１．第２議案の要領
（1）議題：自己株式取得の件

会社法第156条第１項の規定に従い、2024年３月31日までに、当会社は総数
760,000株を上限とする普通株式について、取得価額の総額の上限を50億円とし、
（もしくは、会社法で許可される取得価額の総額（会社法第461条に規定される
「分配可能額」）が、取得価額の総額の上限を下回る場合、会社法により最大限許可
される取得価額を総額とし）金銭により取得すること。

２．第２議案提案の理由の概要
当会社のコアの銀行事業からのROEが少なくとも10％に達するまでは、当会社

は利益の更なる留保をするべきではありません。また、当会社は、東京証券取引所
のガイドラインで設定されている株価純資産倍率1.0倍の達成に向けた合理的な計
画を発表するべきです。
今回提案する自己株式取得は、当会社及びその将来の事業の見通しや支払能力に
悪影響を与えるものではなく、当会社が、様々な技術の変化に備え、顧客にサービ
スを提供し、京都府のステークホルダーに対する義務を遂行するための能力を損ね
るものでもありません。

＜当行取締役会の意見＞

当行取締役会としては、本株主提案に反対いたします。

＜反対の理由＞

【株主提案】第５号議案 剰余金の配当（特別配当）の件 と同じであります。

以 上
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第120期（2022
2023

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）事 業 報 告

１．当行の現況に関する事項
（1）事業の経過および成果等
銀行の主要な事業内容
当行の本店ほか支店等においては、預金業務、貸出業務、商品有価証券売買業務、有価証

券投資業務、内国為替業務、外国為替業務、信託業務などを行い、地域に密着した事業活動
を推進しております。

金融経済環境
当期のわが国経済は、一部では感染症対策等による負の影響が残るものの、全体としては

社会経済活動の正常化に伴って緩やかな回復基調をたどりました。この間、企業部門では、
海外経済の減速や供給制約等を背景に生産活動は弱めの動きとなりました。一方、個人消費
は、円安や物価高の影響が懸念される一方で、行動制限の緩和とともにサービス関連消費が
伸長するなど、全体としては底堅く推移しました。期末にかけては、人手不足の深刻化とと
もに賃上げ気運が高まる中、世界的なインフレと金融政策の動向に注目が集まるとともに米
国銀行の経営破綻の影響波及が懸念されるなど、景気の下振れリスクへの警戒感が増す中で
期を終えることとなりました。

事業の経過及び成果
このような環境のもと、第７次中期経営計画「Phase Change 2020」（2020年４月～

2023年３月）の最終年度の総仕上げとして、サステナビリティ経営をはじめ経営基盤の確
立、諸施策の実行に取り組みました。

サステナビリティ経営推進体制の強化
SDGsを含めた企業価値向上への取り組み強化と株主・投資家・地域社会などのステークホ

ルダーとの一層のコミュニケーション強化を図るため、「サステナビリティ経営推進部」を新
設しました。
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事業領域を銀行業から総合金融ソリューション業へ
コンサルティング機能のさらなる発揮を目指し、お客さまに最適な、より質の高いサービ

スの提供に取り組みました。

【SDGs・ESG経営サポートの取り組み】
事業を営むお客さまに対しては、「京銀サステナビリティ経営サポート」、「京銀SDGs実行

サポート」の提供を開始しました。本サービスにより、2021年に提供開始した「京銀SDGs
宣言サポート」とあわせ、お客さまの取組状況の把握・課題整理を行い、戦略策定・実践を
サポートする一貫したコンサルティング体制を構築し、よりお客さまに寄り添い、長期持続
的な成長に貢献してまいります。
また、資金面からのサポートでは、「営業継続費用保険付きローン」、「サイバーリスク保険

付きローン」を近畿の地域金融機関で初めて取扱開始し、万一の場合のお客さまの営業継続
支援に取り組みました。そのほか、寄付型私募債などによるサポートに継続的に取り組んで
おり、寄付型私募債による累計寄付（寄贈）金額は１億円を突破するなど、着実に実績を積
み上げております。
さらに、「京銀輝く未来応援ファンド３号 for SDGs」による投資など、当行の創立以来の

取り組みである創業・成長企業への積極的な支援を通じた社会課題解決の取り組みも加速さ
せております。

【個人のお客さまへの取り組み】
個人のお客さまに対しては、24時間いつでも住宅ローンの申し込みが可能で、事前審査の

申し込みから正式審査結果の確認まで一連の手続きを非対面で完結できる「京銀住宅ローン
Web申込サービス」の取り扱いを開始するなど、お客さまのニーズに応えるコンサルティン
グ営業を軸とした取り組みを進めました。
また、投資信託販売業務に対し、株式会社格付投資情報センターによる調査を初めて受検

し、「顧客の最善の利益を図るための取組が行われており、多くの優れた要素がある」にあた
る上位評価「Ｓ」を近畿の地域金融機関で初めて取得しました。外部評価を導入することで、
より一層お客さまに信頼され、信認を得られる銀行を目指す取り組みを加速させてまいりま
す。
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【地域活性化への取り組み】
地域社会に対しては、京都府、向日市、西日本旅客鉄道株式会社と産業創造リーディング

ゾーン「ZET-valley」の実現に向けた連携協定を締結したほか、古民家活用促進に取り組む
など、脱炭素や歴史的資源の活用をはじめとした地域特性に応じた地域の課題解決と地域活
性化に貢献しています。

対面サービスとデジタルサービスのベストミックス
対面サービスとデジタルサービスの双方の充実・効率化を図るとともに、組み合わせによ

る効果的なサービス提供に取り組みました。

【対面サービス】
対面サービスでは、新たに専門拠点の「東大阪中央法人オフィス」と「相続・資産承継ご

相談プラザ京都中央」を設置し、それぞれ事業を営むお客さまと個人のお客さまに対するコ
ンサルティング営業の強化を図りました。
なお、当期末の店舗数は174か店（うち店舗内店舗11、出張所６）となりました。

【デジタルサービス】
デジタルサービスでは、DX分野における非金融ビジネス創出の取り組みを強化するため

「DXビジネス開発部」を、当行グループ全体での効果的なデータ利活用推進を目的として
「データドリブン推進室」を新設しました。
お客さま向けの取り組みでは、ECモール「C

こ と よ り
OTOYOLI M

モ ー ル
ALL」および地域金融機関連携

ECポータルサイト「&
アン
W
ド ワ
A」の取り扱いを開始し、地域金融機関だからこそ発掘できる「知

る人ぞ知る商材」をラインナップに揃え、全国規模のデジタル商圏構築に取り組みました。
また、中小企業向けDX支援サービス「京銀 Mikatano」の提供を開始したほか、株式・投

資信託の購入を非対面で完結できるサービスを開始するなどしました。
一方、銀行自身の取り組みでは、銀行業務・事務手続のデジタル化として、多様化かつ高

度化するお客さまのニーズに的確かつ迅速に対応することを目的とした新営業支援ツールや、
効率化・ペーパレス化を目的とした電子契約サービスを導入するなどしました。
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【ＣＯ₂排出量削減目標（対象：Scope1.2）】
2030年度までに2013年度対比50%削減する

【サステナブルファイナンス目標】
2030年度までに1兆円のファイナンスを実行する

13,802t

7,559t 6,901t

2013年度
実績

2022年度
実績

2030年度
目標

655 1,385
2,867

10,000

2020年度
実績

2021年度
実績

2022年度
実績

2030年度
目標

▲45.2% ▲50%

（実行累計額：億円）

気候変動に対する取り組み
脱炭素社会の実現をはじめとする気候変動への取り組みは、地域全体での課題であり、当

行も積極的に取り組むべき課題であると認識しております。
カーボンニュートラルの実現に向け、「TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）」提

言へ賛同する当行では、取組目標として「サステナブルファイナンス目標」および「CO2排
出量削減目標」を設定し、さまざまな取り組みを進めるとともに、情報開示を進めてまいり
ます。

以上のような取り組みの結果、業績は以下の通りとなりました。
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実 績
項 目

親会社株主帰属利益
（連結当期純利益）

〈目標〉
〈200億円〉

実質ＲＯＥ
（株主資本ベース） 〈4％以上〉

〈60％台〉ＯＨＲ

自己資本比率
（単体） 〈10％以上〉

11.24% 11.59%
12.97%

65.45%
59.17% 60.75%

3.68% 4.38%
5.63%

168 206 272

2020年度 2021年度 2022年度

第７次中期経営計画
2023年３月末を期限とした第７次中期経営計画については、主要財務指標として掲げてい

た全ての目標を達成して期を終えることができました。

収益の状況
資金運用収益については、外貨金利の上昇から貸出金利息を中心に、前年度比41億22百万

円増加の859億27百万円となったほか、役務取引等収益は、コンサルティングによる手数料
を中心に、前年度比４億38百万円増加の174億45百万円となりました。
一方で、資金調達費用につきましても、預金利息を中心に、前年度比45億73百万円増加の

73億95百万円となりました。
これらに加え、貸倒引当金繰入額が、前年度比87億１百万円減少したことから、経常利益

については、前年度比94億59百万円増加の355億44百万円となり、当期純利益は、前年度
比69億20百万円増加の256億39百万円となりました。
また、連結経常利益は381億77百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は272億13百万

円となりました。
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45 45
75

105

25

50

22%
27%

49%
57%

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度
(予定)

総還元性向 ＝ 配当総額＋自己株式取得額
親会社株主に帰属する当期純利益 × 100 （%）

総還元性向（％）

自己株式
取得額

配当総額

（億円）

＜ご参考＞株主還元
・成長投資や健全性確保とのバランスを勘案しつつ、株主還元の充実に取り組んでいます。
・2022年度は、株主還元方針「親会社株主に帰属する当期純利益に対する総還元性向50％を目安とする」に基づ
き、配当金お支払いと自己株式取得を行っております。

主要勘定の状況
預金および譲渡性預金は、個人預金を中心に期中1,168億円増加して、当期末残高は９兆

1,046億円となり、９兆円の大台を突破しました。
貸出金は、法人向け貸出を中心に期中1,569億円増加して、当期末残高は６兆3,059億円と

なりました。
有価証券は、市場動向を注視しつつ、適切な運用に努めました結果、期中979億円減少し

て、当期末残高は２兆9,442億円、時価会計に伴う評価差額（含み益）は、期中1,607億円減
少して、当期末現在で7,204億円となっております。

当行の対処すべき課題
当行では、本年４月から新・第１次中期経営計画「New Stage 2023」をスタートさせま

した。本計画の位置づけは、これまで強化してきた「広域型地方銀行」としての経営基盤、
高度化を進めてきた機能・サービスと、本年10月の移行に向け準備を進める持株会社体制に
よるグループ連携強化・事業領域の拡大を掛け合わせることで、総合ソリューション企業と
しての『新たな成長・発展のステージ』を目指し、その第一歩を力強く踏み出す３年間とし
ています。
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【主要計画指標】
指 標 目 標（2025年度） 目指す水準

ＲＯＥ 株主資本ベース ６％
（純資産ベース ３％）

８％
（５％）

親会社株主帰属利益
（連結当期純利益） 300億円 500億円

自己資本比率 11％台 11％程度

株主還元
（計画期間中）

総還元性向50％以上
成長投資と健全性の確保とのバランスを勘案しつつ、
株主還元の充実を進め、弾力的に還元を実施

初年度となる2023年度は、以下の３つの重点テーマに取り組んでまいります。

地域経済の活性化
新型コロナウイルス感染症の影響は地域経済の随所に残っており、経済活動の本格回復に

は乗り越えるべき課題が山積しています。また、SDGsや脱炭素、DXへの対応をはじめ、世
界的な潮流への対応も重要な課題となっています。当行は、地域金融機関として、本中期経
営計画にそった金融仲介機能あるいはコンサルティング機能の発揮を通じて、こうした諸課
題の解決に取り組むことで、地域経済の活性化・成長に一層貢献してまいります。

持続的成長に向けた投資の推進
地域社会・お客さまの課題解決に貢献しつつ、当行グループの持続的な成長を実現するた

め、①事業領域拡大に向けた経営リソースへの投資、②財務体力をいかした適切なリスクテ
イクによる収益向上のための投資・融資、③ITインフラの最適化・強靭化や統合データベース
構築等に向けたIT・DXへの投資、を推進してまいります。

サステナビリティ経営の実践
当行グループの経営資源をいかして、また、「成長投資、健全性の確保、株主還元の充実」

をバランスよく実現することで、長期持続的に企業価値を向上するとともに、幅広いステー
クホルダーのみなさまの期待に応えてまいります。同時に株主のみなさまとの建設的対話に
よって経営の効率性向上と健全性維持の両立を図ってまいります。

株主のみなさまにおかれましては、今後とも格別のご支援、ご高配を賜りますようお願い
申しあげます。
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(億円)

2017年
3月末

5年
▲150億円
(▲8.5%)

3年程度
▲160億円
(▲10%)

2018年
3月末

2019年
3月末

2020年
3月末

2021年
3月末

2023年
3月末

1,740

1,591

1,430 162 160 158 154 149
137

2022年
3月末

146

2017年
3月末

2022年
3月末

1,573

2023年
3月末

計画

【政策投資株式（上場）簿価の推移】 【政策投資株式（上場）銘柄数の推移】

＜ご参考＞政策投資株式（上場）について
・当行ではコーポレートガバナンス・コードの趣旨に則り、政策投資株式の保有意義検証を行い、保有意義が認めら
れないと判断した銘柄について縮減を進めてきました。

・2022年５月には、法人のお客さまとの安定的なリレーションを維持しつつ、簿価の約10％にあたる160億円を縮
減する方針を公表いたしました（実施期間は３年程度）。

・政策投資株式（上場）の期末簿価残高は1,573億円（期中18億円減少）、銘柄数は137銘柄（同９銘柄減少）とな
りました。

【2022年度縮減進捗】
売却済 16億円
合意済未売却 34億円
合計 50億円
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（2）財産及び損益の状況 （単位：百万円）
２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度

預 金 7,123,494 7,996,106 8,319,783 8,375,966
定 期 性 預 金 2,200,091 2,105,539 2,111,003 2,039,789
そ の 他 4,923,402 5,890,567 6,208,780 6,336,177

貸 出 金 5,828,449 6,069,212 6,148,969 6,305,947
個 人 向 け 1,628,561 1,644,673 1,649,390 1,659,030
中 小 企 業 向 け 2,156,775 2,369,057 2,421,948 2,525,832
そ の 他 2,043,113 2,055,481 2,077,631 2,121,085

商 品 有 価 証 券 196 175 252 222
有 価 証 券 2,870,856 3,232,904 3,042,173 2,944,262
国 債 383,285 376,091 420,757 478,681
そ の 他 2,487,570 2,856,812 2,621,416 2,465,581

総 資 産 10,065,875 12,256,073 12,196,727 11,017,656
内 国 為 替 取 扱 高 39,905,844 35,611,713 36,065,505 37,935,392

外 国 為 替 取 扱 高 百万ドル 百万ドル 百万ドル 百万ドル
18,345 25,374 26,673 22,631

経 常 利 益 26,634 20,625 26,084 35,544
当 期 純 利 益 19,159 14,878 18,718 25,639

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭
253.62 196.81 247.65 341.83

信 託 財 産 3,178 4,170 4,533 4,174
信 託 報 酬 17 12 11 8

（参考）連結業績の推移 （単位：百万円）
２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度

経 常 収 益 113,823 108,156 127,422 124,333
経 常 利 益 29,232 23,765 29,176 38,177
親会社株主に帰属する当期純利益 20,383 16,860 20,621 27,213
純 資 産 額 834,987 1,168,153 1,090,316 992,377
総 資 産 10,078,463 12,273,908 12,210,967 11,037,611
（注） 記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
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（3）使用人の状況
当 年 度 末

使 用 人 数 3,353人
平 均 年 齢 38年10月
平 均 勤 続 年 数 14年２月
平 均 給 与 月 額 381千円
（注）1. 平均年齢、平均勤続年数、平均給与月額は、それぞれ単位未満を切り捨てて表示しております。

2. 使用人数には、嘱託および臨時従業員は含まれておりません。
3. 平均給与月額は、賞与を除く3月中の平均給与月額であります。

（4）設備投資の状況
イ．設備投資の総額 （単位：百万円）

設 備 投 資 の 総 額 5,848

ロ．重要な設備の新設等 （単位：百万円）
内 容 金 額

店舗等の新築移転・改修（11か所） 3,705
（注）1. 上記のほか、当年度において店舗等の除却および売却を行っております。

2. 設備の記載金額については、消費税および地方消費税を含んでおりません。

（5）重要な子会社等の状況
会 社 名
（所 在 地） 主 要 業 務 内 容 資本金

当行が有する
子会社等の
議決権比率

その他

烏丸商事株式会社
（京都市中京区三条通烏丸東入梅忠町9番地）

不動産管理・賃貸業務、
当行役職員への商品等
斡旋業務、ECモールの
運営

百万円 ％

―10 100.00

京都信用保証サービス株式会社
（京都市中京区三条通烏丸東入梅忠町9番地） 信用保証業務 30 100.00 ―

京銀リース・キャピタル株式会社
（京都市下京区烏丸通七条下る東塩小路町731番地） リース業務、投資業務 100 50.00 （注）3

京都クレジットサービス株式会社
（京都市下京区烏丸通七条下る東塩小路町731番地） クレジットカード業務 50 100.00 ―

京銀カードサービス株式会社
（京都市下京区烏丸通七条下る東塩小路町731番地） クレジットカード業務 50 100.00 ―

株式会社京都総合経済研究所
（京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町700番地）

経済調査・研究業務、
経営相談業務 30 100.00 ―

京銀証券株式会社
（京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町700番地） 証券業務 3,000 100.00 ―
（注）1. 資本金は単位未満を切り捨てて表示しております。

2. 当行が有する子会社等の議決権比率は小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。
3. 銀行法施行令第4条の2第2項に規定する子法人等であります。
4. 上記のほか、持分法適用の関連法人が1社あります。
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重要な業務提携の概況
1. 地方銀行62行の提携により、現金自動設備の相互利用による現金自動引出し等のサー
ビス（略称ＡＣＳ）を行っております。
2. 地方銀行62行と都市銀行、信託銀行、第二地方銀行協会加盟行、信用金庫、信用組合、
系統農協・信漁連（農林中金、信連を含む）、労働金庫との提携により、現金自動設備の
相互利用による現金自動引出し等のサービス（略称ＭＩＣＳ）を行っております。
3. 地銀ネットワークサービス株式会社（地方銀行62行の共同出資会社、略称ＣＮＳ）に
おいて、取引先企業とデータ伝送により総合振込・口座振替・入出金取引明細等の各種デ
ータを授受するサービス、ＣＮＳと提携するコンビニエンスストア店舗等で取引先企業・
地方公共団体等に代わって代金を回収し回収結果をデータで提供するサービス、インター
ネットで口座振替の登録を行うサービス等を行っております。
4. 株式会社ゆうちょ銀行との提携により、現金自動設備の相互利用による現金自動引出し
および現金自動入金のサービス等を行っております。
5. 株式会社セブン銀行、株式会社イーネットおよび株式会社ローソン銀行との提携によ
り、コンビニエンスストア等の店舗内に設置した共同設置現金自動設備による現金自動引
出しおよび現金自動入金のサービス等を行っております。
6. 株式会社イオン銀行との提携により、現金自動設備の相互利用による現金自動引出しお
よび現金自動入金のサービス等を行っております。

（6）事業譲渡等の状況
該当ありません。
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２．会社役員（取締役及び監査役）に関する事項
（1）会社役員の状況 （年度末現在）

氏 名 地 位 及 び 担 当 重要な兼職 その他

土 井 伸 宏 取締役頭取 （代表取締役）

岩 橋 俊 郎 専務取締役 （代表取締役）
リスク統轄部、監査部担当

安 井 幹 也 常務取締役
グループ戦略総括、秘書室、人事総務部、金融大学校担当

幡 宏 幸
常務取締役
イノベーション・デジタル戦略部、事務統轄部、
業務サポート部、システム部担当

奥 野 美奈子 取締役
公務・地域連携部、国際営業部、海外駐在員事務所担当

小田切 純 子 取締役 (社外取締役)

大 藪 千 穂 取締役 (社外取締役)

植 木 英 次 取締役 (社外取締役)

株式会社ＮＴＴデータ フ
ィナンシャルテクノロジ
ー代表取締役社長
エヌ・ティ・ティ・デー
タ・フォース株式会社取
締役

仲 雅 彦 常任監査役 (常勤)

安 藤 浩 行 監査役 (常勤)

中 務 裕 之 監査役 (社外監査役)
フルサト・マルカホール
ディングス株式会社社外
取締役

田 中 素 子 監査役 (社外監査役)
（注）1. 取締役小田切純子氏、取締役大藪千穂氏、取締役植木英次氏、監査役中務裕之氏及び監査役田中素子氏は、

東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。
2. 監査役中務裕之氏は、公認会計士、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有
するものであります。

3. 取締役小田切純子氏につきましては、職業上使用している氏名であることから上記のとおり表記しておりま
すが、戸籍上の氏名は林純子氏であります。
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（2）会社役員に対する報酬等
イ．取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
取締役の個人別報酬の決定方針（以下、「決定方針」という）は、指名・報酬委員会に
諮問し、その答申内容を尊重して取締役会の決議により決定しております。
取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能す
ることを考慮した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえ
た適正な水準とすることを基本方針としております。
具体的には、役割や責任に応じて月次で支給する「基本報酬」、単年度の業績への貢献
度等に応じて支給する「役員賞与」、企業価値増大への意欲や株主重視の経営意識を高め
るための「譲渡制限付株式報酬」により構成しております。
なお、社外取締役については、独立性の観点から、業績連動性のある報酬制度とはせ
ず、月次で支給する「基本報酬」のみとしております。
また、監査役については、独立性を高め、コーポレート・ガバナンスの強化を図るた
め、業績連動性のある報酬制度とはせず、月次で支給する「基本報酬」のみとしており
ます。
取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、指名・報酬委員会が原案につい
て決定方針との整合性を含めた検討を行っているため、取締役会も基本的にその答申を
尊重し決定方針に沿うものであると判断しております。

ロ．取締役及び監査役の報酬等の総額等 （単位：百万円）

区 分 支給人数 報酬等
報酬等の種類別の総額

固定報酬
非金銭報酬等

基本報酬 役員賞与
取 締 役 9名 275 198 47 29

監 査 役 4名 57 57 ― ―

計 13名 333 256 47 29

（注）1. 上記非金銭報酬等は、「譲渡制限付株式報酬」に基づく費用計上額29百万円であります。
譲渡制限付株式報酬は、当行の取締役（社外取締役を除く）に対し、取締役または執行役員のいずれの地位
も退任する日までの譲渡制限期間が設定された普通株式を付与しております。これは、取締役の企業価値増
大への意識や株主重視の経営意識を高めることを目的としたものであり、年間の報酬の上限は150百万円か
つ27,000株以内であります。
当該株式報酬の交付状況は、「４．当行の株式に関する事項 （4）役員保有株式」に記載の通りです。

2. 上記のほか、取締役が使用人を兼ねる場合の使用人としての報酬等は該当ありません。
3. 支給人数には、2022年６月29日開催の第119期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名を含め
ております。
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ハ．取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
2006年６月29日開催の第103期定時株主総会（終結時の取締役の員数15名、監査役

の員数４名）において取締役の「基本報酬」及び「役員賞与」は年額600百万円以内、
2008年６月27日開催の第105期定時株主総会（終結時の取締役の員数12名、監査役の
員数４名）において「監査役報酬」は年額100百万円以内、2021年６月29日開催の第
118期定時株主総会（終結時の取締役の員数８名、監査役の員数４名）において取締役
の「譲渡制限付株式報酬」は年額150百万円以内として、それぞれご承認いただいてお
ります。

ニ．取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
当事業年度については、2022年６月29日開催の取締役会において、代表取締役頭取
土井伸宏、及び代表取締役専務岩橋俊郎に、取締役の個人別の報酬額の具体的内容の決
定を委任する旨の決議をしております。その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額、
各取締役の業績への貢献度を踏まえた賞与の評価配分、および譲渡制限付株式の各人別
割当株数の決定であります。これらの権限を委任した理由は、当行全体の業績を俯瞰し
つつ各取締役の担当事業の評価を行うには代表取締役が最も適しているからであります。
委任を受けた代表取締役は、当該権限が適切に行使されるよう、指名・報酬委員会に
原案を諮問して答申を得ており、当該答申の内容に従って決定しております。

（3）責任限定契約
氏 名 責任限定契約の内容の概要
小田切 純 子

会社法第423条第1項の責任について、その職務を行うにあたり善意でかつ重大な過失が
ないときは、会社法第425条第1項に定める最低責任限度額を限度として損害賠償責任を
負うものとしております。

大 藪 千 穂
植 木 英 次
中 務 裕 之
田 中 素 子

（4）補償契約
該当ありません。

（5）役員等賠償責任保険契約に関する事項
当行は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との
間で締結し、被保険者が負担することになる、損害賠償金・争訟費用等の損害を当該保険
契約により填補することとしております。
ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行為の場合等一定の免責事由があ
ります。
当該保険契約の被保険者は当行取締役、監査役、執行役員であり、その保険料は当行が
全額負担しております。
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３．社外役員に関する事項
（1）社外役員の兼職その他の状況

氏 名 兼職その他の状況
小田切 純 子
大 藪 千 穂

植 木 英 次 株式会社ＮＴＴデータ フィナンシャルテクノロジー代表取締役社長
エヌ・ティ・ティ・データ・フォース株式会社取締役

中 務 裕 之 フルサト・マルカホールディングス株式会社社外取締役
田 中 素 子

（注）社外役員の重要な兼職先と当行の間には、特筆すべき取引関係はありません。

（2）社外役員の主な活動状況
氏 名 在任期間 取締役会への出席状況 取締役会における発言その他の活動状況

小田切 純 子 ５年９か月 当期開催の取締役会14回の全
てに出席しております。

主に大学教授としての専門的見地から、必要に
応じ意見を述べております。また、指名・報酬
委員会委員として委員会に出席し、積極的に意
見を述べております。

大 藪 千 穂 ２年９か月 当期開催の取締役会14回の全
てに出席しております。

主に大学教授としての専門的見地から、必要に
応じ意見を述べております。また、指名・報酬
委員会委員として委員会に出席し、積極的に意
見を述べております。

植 木 英 次 １年９か月 当期開催の取締役会14回の全
てに出席しております。

会社経営者としての経験やシステム分野の知見
に基づき、必要に応じ意見を述べております。
また、指名・報酬委員会委員として委員会に出
席し、積極的に意見を述べております。

中 務 裕 之 １年９か月
当期開催の取締役会14回の全
て及び監査役会15回の全てに
出席しております。

主に公認会計士、税理士としての専門的見地か
ら、必要に応じ意見を述べております。

田 中 素 子 １年９か月
当期開催の取締役会14回の全
て及び監査役会15回の全てに
出席しております。

主に弁護士としての専門的見地から、必要に応
じ意見を述べております。

（3）社外役員に対する報酬等 （単位：百万円）
支給人数 銀行からの報酬等

報酬等の合計 ５名 34

（4）社外役員の意見
該当ありません。
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４．当行の株式に関する事項
（1）株 式 数 発行可能株式総数 200,000千株

発行済株式の総数 75,840千株
（注） 株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。

（2）当年度末株主数 9,386名
（3）大 株 主

株主の氏名又は名称
当行への出資状況

持株数等 持株比率

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （信 託 口） 8,175 千株 10.99 ％

ＮＯＲＴＨＥＲＮ ＴＲＵＳＴ ＣＯ．（ＡＶＦＣ）ＲＥ ＳＩＬＣＨＥＳＴＥＲ
ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＩＮＶＥＳＴＯＲＳ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ
ＶＡＬＵＥ ＥＱＵＩＴＹ ＴＲＵＳＴ

2,834 3.81

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （信 託 口） 2,794 3.75

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 2,730 3.67

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 2,537 3.41

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 2,500 3.36

ＴＨＥ ＢＡＮＫ ＯＦ ＮＥＷ ＹＯＲＫ ＭＥＬＬＯＮ １４００５１ 1,771 2.38

京 セ ラ 株 式 会 社 1,596 2.14
日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社
（退 職 給 付 信 託 口 ・ オ ム ロ ン 株 式 会 社 口） 1,528 2.05

住 友 生 命 保 険 相 互 会 社 1,318 1.77
（注）1. 持株数等は、千株未満を切り捨てて表示しております。

2. 持株比率は、発行済株式の総数から自己株式数（1,495千株）を控除のうえ算出し、小数点第３位以下を切
り捨てて表示しております。

（4）役員保有株式
株式の交付を受けた者の人数 株式の数

取締役
（社外取締役を除く） ５名 普通株式 5,075株

５．その他
該当ありません。

以 上
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株主総会会場ご案内図

（お願い）駐車場のスペースに限りがありますので、公共交通機関等をご利用いただきますようお願い申しあげます。

当日ご来場の株主さまへのお土産のご用意（生花のお持ち帰りを含む）はございませんので、予めご了承のほど、
よろしくお願い申しあげます。
なお、本年より当行では、株主のみなさまの日ごろのご支援に感謝するとともに、当行株式への投資の魅力を高

め、より多くの方々に当行株式を保有していただくことを目的として株主優待制度を導入しております。当行グル
ープが運営するオンラインショップに出品された地域企業の商品を優待品として、200株以上保有されている株主
のみなさまにご利用いただくことにより、地域貢献にも繋げてまいりたいと考えておりますので、是非ご利用くだ
さいますようお願い申しあげます。詳しくは下記ウェブサイトをご覧ください。お申し込み方法などの詳細は、
株主総会終了後に対象の株主さまに郵送にてご案内いたします。

https://www.kyotobank.co.jp/investor/yuutai/index.html




